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1 本稿の執筆にあたり、Oxford University において、日英の官僚制の比較に関する調査・







































                                                  
2 デモクラシーの経済効率性に関する基本的な文献としては、Becker (1983, 1985), 
Wittman (1989,1995), 効率性の条件に関する、より詳細な教科書的説明としては、Persson 
and Tabellini (2000), Grossman and Helpman (2001) などを参照せよ。 
3 これらのサーヴィスを民間の市場を通して供給できるかどうかについては、Hart, 










































































                                                  
5 辻（1969）などを参照のこと。 





































                                                  
7 これら開発途上国では、官僚の腐敗(corruption)が経済発展にとって決定的な足かせとな



























































































































































                                                  



































                                                  






































                                                  
14 例えば、Haly (1991), Pempel and Muramatsu (1995) などを参照のこと。この傾向は、
今日まで変わっていないと言える。 































                                                  






























































































































                                                  
21 55 年体制の終焉後における日本の政治、経済の変化については、Rosenbluth and Thies 
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